
 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

２０２０年８月２８日、会社より「設備関係総務業務の体制見直し」

について提案を受け、１０月７日の八地申第３号「設備関係総務   

業務の見直し」に関する解明申し入れの団体交渉を行い

（Hachioji MAIL MEWS No.36参照）、担当者が行なう業務が

明らかにされましたが、これまで各技術センターで行われていた

作業内容を統一することで、さらなる効率化が図られるとの考え

方が示された一方、「執務室が変わるだけで業務は変わらない」と

も発言され、さらには取り扱いフローが完成していないことが  

明らかになりました。このことは、今施策が実施日ありきの効率化

のみを目的としたものであり、実施日間近に社員説明を行う、実施

後にＯＪＴを行うなど、働く社員の働きやすさを考慮していない 

姿勢も明らかになっています。 

私たちＪＴＳＵ－Ｅ八王子地本は、社員が施策と業務内容を十分に理解した上で、業務を行え

る環境を創り出すことが重要と考えます。また、施策実施に向けては、労使で議論し合意形成

を図った上で実施日を迎えるべきです。 

したがって、下記の通り申し入れを行いました。 

 

八地申  
第８号  
１０月１９日 

提出！ 

 

１．各担当者に取り扱いフローを示し、理解した上で業務に集中できる
環境を施策実施前に構築すること。 

 
２．資材の運搬や職場巡回等に伴う足ロスを考慮した要員を配置する
こと。また、設備サポートセンター（仮）の事業用車を用意すること。 

 
３．施策実施後の作業内容が変更となることから、現行の担当業務 
以外は行わせないこと。なお、新しい業務を行う場合は、十分な  
教育を行った上で本人の習熟度を考慮して行うこと。 

 


